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令和 6 年分年末調整の変更点 

 

・所得税の定額減税 

令和 6年分所得税について、定額減税が実施されています。年末調整の際には、年末調整時点の

定額減税の額（年調減税額）を算出し、年間の所得税額の計算を行います。 

 

 ①年末調整の際に定額減税の対象となる人 

年末調整対象者が、年末調整で算出された所得税額（年調所得税額）から年調減税額を控除する

年調減税の対象者となります。ただし、合計所得が 1,805万円（給与収入のみの場合は 2,000万円）

を超えると見込まれる場合は、定額減税の適用はありません。 

 

②年調減税額の計算方法 

年調減税額は、本人 30,000円と、同一生計の配偶者や扶養親族（いずれも居住者に限る）1人に

つき 30,000円との合計額となります。扶養親族や配偶者の有無は年末調整時の申告書類によって確

認します。 

 

③年調減税額の控除 

年調所得税額（住宅借入金等特別控除を受ける場合、その控除後の所得税額）を上限として年調

減税額を控除します。 

また、控除後の金額に 2.1%を乗じて復興特別所得税も計算します。 
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障害者法定雇用率と納付金・調整金 

 

 障害者雇用促進法によって、企業等は、その常時雇用している労働者数の一定の割合（法定雇用

率）に相当する人数以上の障害者を雇用することが義務づけられています。 

※法定雇用率 民間企業・・・2.5％（労働者数 40.0人以上の規模の企業等） 

 

 (１)障害者雇用納付金の納付 

  常時雇用している労働者数が 100 人を超える企業等で障害者法定雇用率を未達成の場合は、法定

雇用障害者数に不足する障害者数に応じて 1人当たり月額 50,000円の障害者雇用納付金を納付する

必要があります。 

 

 (２)障害者雇用調整金の支給 

  常時雇用している労働者数が 100 人を超える企業等で障害者法定雇用率を超えて障害者を雇用し

ている場合は、障害者法定雇用率を超えて雇用している障害者数に応じて 1 人当たり月額 29,000

円（令和 6年 4月 1日以降、支給対象人数が年 120人月超過分は 1人当たり月額 23,000円）の障害

者雇用調整金が事業主からの申請により支給されます。 

 

 (３)報奨金の支給 

  常時雇用している労働者数が 100 人以下の企業等で各月の常時雇用している障害者の数の年度間

合計数が一定数（各月の常時雇用している労働者数の 4％の年度間合計数又は 72人のいずれか多い

数）を超えて雇用している場合は、その一定数を超えて雇用している障害者数に応じて 1 人当たり

月額 21,000円（令和 6年 4月 1日以降、支給対象人数が年 420人月超過分は 1人当たり月額 16,000

円）の報奨金が事業主からの申請により支給されます。 

 

 (４)在宅就業障害者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金 

  在宅就業障害者に仕事を発注した納付金申告対象事業主に対し、支払った業務の対価に応じて「在

宅就業障害者特例調整金」が申請により支給されます。また、在宅就業障害者に仕事を発注した報

奨金申請対象事業主に対し、支払った業務の対価に応じて「在宅就業障害者特例報奨金」が申請に

より支給されます。 

 

 

 詳しい内容、ご不明な点等ございましたら、お気軽に窓口担当者までお問い合わせください。 


